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２ 議題 

（１）審議日程について 
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（６）審議会申し合わせ事項について 

 

 

（７）議事録記載、確認について 
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令和6年4月1日

氏　名
(５０音順)

いなくら　のりこ

稲倉　典子

だんの　さとこ

段野　聡子

はしむら　りょう

端村　亮

むや　よしたか

撫養　佳孝

よねざわ　かずみ

米澤　和美

かがわ　けんいち

賀川　健一

かわぐち　せいじ

川口　誠二

たつみ　あきひろ

辰巳　明宏

みき　ゆうこ

三木　裕子

みなみ　れいこ

南　礼子

あいはら　りつこ

藍原　理津子

あまの　たえこ

天野　多栄子

ごとう　かんじ

五島　寛治

なかむら あきこ

中村　晃子

わきた　りょう

脇田　亮

一般社団法人徳島新聞社論説委員

弁護士

徳島県社会保険労務士会顧問

第54期　徳島地方最低賃金審議会委員名簿

徳島労働局　

区分 現　　    職

労
働
者
代
表

徳島大学人と地域共創センター/総合科学部教授

公
益
代
表

四国大学経営情報学部准教授

全国一般徳島地方労働組合書記長

ＵＡゼンセン徳島県支部主任

日本労働組合総連合会徳島県連合会副事務局長

徳島県経営者協会専務理事

有限会社天野鉄工所取締役

社会福祉法人健祥会常務理事

任命年月日 令和５年４月１日

パナソニックエナジー労働組合徳島支部執行委員長

日本労働組合総連合会徳島県連合会事務局長

使
用
者
代
表

株式会社ネオビエント代表取締役会長

大麻町商工会会長
有限会社ファイブセキュリティシステム代表取締役
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氏　名 現　　職

いなくら　のりこ

稲倉　典子

だんの　さとこ

段野　聡子

かわぐち　 せいじ

川口　誠二

みなみ　れいこ

南　礼子

なかむら　あきこ

中村　晃子

わきた　りょう

脇田　亮

令和６年４月１日現在

（各側　五十音順）

労
働
者
代
表

使
用
者
代
表

日本労働組合総連合会徳島県連合会副事務局長

公
益
代
表

令和６年度徳島県最低賃金のあり方に関する
検討小委員会委員名簿

徳島県経営者協会専務理事

日本労働組合総連合会徳島県連合会事務局長

徳島大学人と地域共創センター/総合科学部准教授

四国大学経営情報学部准教授

社会福祉法人健祥会常務理事
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氏　名
(５０音字順)

いなくら　のりこ

稲倉　典子

だんの さとこ

段野　聡子

むや　よしたか

撫養 佳孝

かがわ　けんいち

賀川　健一

かわぐち せいじ

川口　誠二

やまもと　まさとし

山本　雅敏

ごとう　かんじ

五島　寛治

なかむら あきこ

中村　晃子

わきた　りょう

脇田　亮

令和5年7月25日

日本労働組合総連合会徳島県連合会副事務局長

使
用
者
代
表

労
働
者
代
表

徳島県経営者協会専務理事

パナソニックエナジー労働組合徳島支部執行委員長

 

令和５年度徳島地方最低賃金審議会
徳島県最低賃金専門部会委員名簿

　徳島労働局　

現　　職

日本労働組合総連合会徳島県連合会事務局長

一般社団法人徳島新聞社論説委員

区分

公
益
代
表

四国大学経営情報学部准教授

徳島大学人と地域共創センター/総合科学部准教授

 （各側別　五十音順）

社会福祉法人健祥会業務常務理事

任命年月日

有限会社ファイブセキュリティシステム代表取締役
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長
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長
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部

会
長
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部

会
長

代
理
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５
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度
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方
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委
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音

字
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徳
島

労
働
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区 分

造
作

材
・
合
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・
建

築
用

組
立

材
料
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ん
用

機
械

器
具

、
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用
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械
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、
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用
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玉
置

た
ま

き
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し
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じ
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天
野
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の
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こ
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島
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治
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仁
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田
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た
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ょ

う

山
本

や
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も
と

雅
敏

ま
さ

と
し

公 益 代 表

○
段だ

ん

野の

聡さ
と

子こ

米
澤

よ
ね

ざ
わ

和
美

か
ず

み

任
命

年
月

日

労 働 者 代 表

辰
巳

た
つ

み

明
宏

あ
き

ひ
ろ

川
口

か
わ

ぐ
ち

誠
二

せ
い

じ

森も
り

誠ま
こ

と
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　 令和５年度   最低賃金審議日程
日付 曜日 本審 本審以外 特定最賃 公示等

3/7 火
特定最低賃金改正の意向表明
受付

6/2 金
公益委員会議(公益委員の役割
検討、検討事項確認)

6/15 木
第１回本審（14:00～とくぎんトモ
ニプラザ）会長及び会長代理選
任

第1回あり方検討小委員会
（15:00～とくぎんトモニプラザ）審
議方法、実地視察検討

7/6 木
第２回本審（14:00～あわぎん
ホール） 県最賃諮問、特定最賃
必要性諮問

専門委員推薦公示、
意見聴取の公示、
特定最賃専門部会推
薦公示

8/3 木
第３回本審（9:30～労働局）目安
答申伝達、意見

第１回県最賃専門部会（11:00～
労働局）金額審議

8/4 金
第2回県最賃専門部会（9:00～
労働局）金額審議

8/7 月
第4回本審（15:00～労働局）県
最賃答申

第3回県最賃専門部会（13:00～
労働局）金額審議、部会報告

要旨公示(異議)

8/17 木
第１回特定最賃造作材専門部会
（13:30～労働局) 必要性審議

8/22 火 異議申出締切日

8/23 水

第5回本審（11:00～労働局）県
最賃異議審議答申、特賃必要性
答申、
特賃金額改正諮問

第1回特定最賃合同専門部会
（9:30～労働局)必要性審議、答
申、審議日程調整

特賃意見聴取の公示

9/1 金 官報公示

9/12 火
実地視察（一般機械　特定最低
賃金事業場）

9/26 火
第2回一般機械専門部会（10:00
～労働局)金額審議

10/1 日 県最賃　発効日

10/12 木
　

第2回電気機械専門部会（13:30
～労働局)金額審議

10/13 金
　

第3回一般機械専門部会（13:30
～労働局)金額審議、答申

要旨公示(異議)

10/19 木
　

第3回電気機械専門部会（13:30
～労働局)金額審議

10/20 金
第4回電気機械専門部会（13:30
～労働局)金額審議、答申

要旨公示(異議)

10/30 月 異議申出締切日（機械）

11/6 月 異議申出締切日（電気）

11/14 火 官報公示（機械）

11/20 月 官報公示（電気）

12/21 木
第6回本審(15:00～あわぎんホー
ル)総括審議

第２回特定最賃合同専門部会
(15:00～あわぎんホール)

特定最賃　発効日

1月頃
特定最低賃金、適用
事業者数、労働者数
確定

3月 特定最低賃金改正の意向表明
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　 令和６年度   最低賃金審議日程（案）
日付 本審 本審以外 特定最賃 公示等 備考

1月 特定最低賃金、適用事
業者数、労働者数確定

3月 特定最低賃金改正の意向表明
受付

5月 公益委員会議(公益委員の役割
検討、検討事項確認)

6月 第1回あり方検討小委員会
　審議方法、実地視察検討

特定最低賃金改正の申出書受
付

6/25
中賃諮問

7/5 金

第１回本審(13:30～あわぎん
ホール)
　県最賃諮問、特定最賃必要性
諮問

専門委員推薦公示、
意見聴取の公示、
特定最賃専門部会推
薦公示

7月中旬 実地視察（県最賃事業場）

8/1 木
第２回本審(13:30～)
　目安答申伝達、意見

第１回県最賃専門部会(本審終
了後)
　金額審議

7/24,25
目安答申

予定

8/2 金
第2回県最賃専門部会(13:30～)
　金額審議、部会報告

8/5 月 10/1発効

8/9 金
第３回本審(16:00～)
　県最賃答申

第3回県最賃専門部会(15:00～)
　金額審議、部会報告

要旨公示

造作材専門部会（必要性審議）

8/20 火 異議申出締切日

8/21 水
第４回本審(15:00～)
　特賃必要性答申、特賃金額改
正諮問

第1回特定最賃合同専門部会
(13:30～)
　必要性審議、答申、審議日程
調整

特賃意見聴取の公示

9月 県最賃　官報公示

9～10月
第2～4回　特定最賃　専門部会
　金額審議、答申

要旨公示(異議)

10/1 火 県最賃　発効予定日

10月 異議申出締切日（特定最賃）

11月 官報公示（特定最賃）

12月 第５回本審 第２回特定最賃合同専門部会

12/21 土 特定最賃　発効予定日
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別添１

15日 8営業日 30日

→ → →

8月1日（木） 8月16日（金） 8月28日（水） 9月27日（金）

8月2日（金） 8月19日（月） 8月29日（木） 9月28日（土）

8月3日（土） 8月19日（月） 8月29日（木） 9月28日（土）

8月4日（日） 8月19日（月） 8月29日（木） 9月28日（土）

8月5日（月） 8月20日（火） 8月30日（金） 9月29日（日）

8月6日（火） 8月21日（水） 9月2日（月） 10月2日（水）

8月7日（水） 8月22日（木） 9月3日（火） 10月3日（木）

8月8日（木） 8月23日（金） 9月4日（水） 10月4日（金）

8月9日（金） 8月26日（月） 9月5日（木） 10月5日（土）

8月10日（土） 8月26日（月） 9月5日（木） 10月5日（土）

8月11日（日） 8月26日（月） 9月5日（木） 10月5日（土）

8月12日（月） 8月27日（火） 9月6日（金） 10月6日（日）

8月13日（火） 8月28日（水） 9月9日（月） 10月9日（水）

8月14日（水） 8月29日（木） 9月10日（火） 10月10日（木）

8月15日（木） 8月30日（金） 9月11日（水） 10月11日（金）

8月16日（金） 9月2日（月） 9月12日（木） 10月12日（土）

8月17日（土） 9月2日（月） 9月12日（木） 10月12日（土）

8月18日（日） 9月2日（月） 9月12日（木） 10月12日（土）

8月19日（月） 9月3日（火） 9月13日（金） 10月13日（日）

8月20日（火） 9月4日（水） 9月17日（火） 10月17日（木）

8月21日（水） 9月5日（木） 9月18日（水） 10月18日（金）

8月22日（木） 9月6日（金） 9月19日（木） 10月19日（土）

8月23日（金） 9月9日（月） 9月20日（金） 10月20日（日）

8月24日（土） 9月9日（月） 9月20日（金） 10月20日（日）

8月25日（日） 9月9日（月） 9月20日（金） 10月20日（日）

8月26日（月） 9月10日（火） 9月24日（火） 10月24日（木）

8月27日（火） 9月11日（水） 9月25日（水） 10月25日（金）

8月28日（水） 9月12日（木） 9月26日（木） 10月26日（土）

8月29日（木） 9月13日（金） 9月27日（金） 10月27日（日）

8月30日（金） 9月17日（火） 9月30日（月） 10月30日（水）

8月31日（土） 9月17日（火） 9月30日（月） 10月30日（水）

9月1日（日） 9月17日（火） 9月30日（月） 10月30日（水）

9月2日（月） 9月17日（火） 9月30日（月） 10月30日（水）

令和６年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定日一覧表（地域別最低賃金の場合）

※令和５年12月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※10月1日(火)発効とするためには、８月５日（月）までに答申要旨を公示する必要がある。
　なお、その場合は法定発効ではなく、指定日発効となるよう公示文を作成すること。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官報
公示

発効
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別添２

15日 10営業日 30日

→ → →

9月18日（水） 10月3日（木） 10月18日（金） 11月17日（日）

9月19日（木） 10月4日（金） 10月21日（月） 11月20日（水）

9月20日（金） 10月7日（月） 10月22日（火） 11月21日（木）

9月21日（土） 10月7日（月） 10月22日（火） 11月21日（木）

9月22日（日） 10月7日（月） 10月22日（火） 11月21日（木）

9月23日（月） 10月8日（火） 10月23日（水） 11月22日（金）

9月24日（火） 10月9日（水） 10月24日（木） 11月23日（土）

9月25日（水） 10月10日（木） 10月25日（金） 11月24日（日）

9月26日（木） 10月11日（金） 10月28日（月） 11月27日（水）

9月27日（金） 10月15日（火） 10月29日（火） 11月28日（木）

9月28日（土） 10月15日（火） 10月29日（火） 11月28日（木）

9月29日（日） 10月15日（火） 10月29日（火） 11月28日（木）

9月30日（月） 10月15日（火） 10月29日（火） 11月28日（木）

10月1日（火） 10月16日（水） 10月30日（水） 11月29日（金）

10月2日（水） 10月17日（木） 10月31日（木） 11月30日（土）

10月3日（木） 10月18日（金） 11月1日（金） 12月1日（日）

10月4日（金） 10月21日（月） 11月5日（火） 12月5日（木）

10月5日（土） 10月21日（月） 11月5日（火） 12月5日（木）

10月6日（日） 10月21日（月） 11月5日（火） 12月5日（木）

10月7日（月） 10月22日（火） 11月6日（水） 12月6日（金）

10月8日（火） 10月23日（水） 11月7日（木） 12月7日（土）

10月9日（水） 10月24日（木） 11月8日（金） 12月8日（日）

10月10日（木） 10月25日（金） 11月11日（月） 12月11日（水）

10月11日（金） 10月28日（月） 11月12日（火） 12月12日（木）

10月12日（土） 10月28日（月） 11月12日（火） 12月12日（木）

10月13日（日） 10月28日（月） 11月12日（火） 12月12日（木）

10月14日（月） 10月29日（火） 11月13日（水） 12月13日（金）

10月15日（火） 10月30日（水） 11月14日（木） 12月14日（土）

10月16日（水） 10月31日（木） 11月15日（金） 12月15日（日）

10月17日（木） 11月1日（金） 11月18日（月） 12月18日（水）

10月18日（金） 11月5日（火） 11月19日（火） 12月19日（木）

10月19日（土） 11月5日（火） 11月19日（火） 12月19日（木）

10月20日（日） 11月5日（火） 11月19日（火） 12月19日（木）

10月21日（月） 11月5日（火） 11月19日（火） 12月19日（木）

10月22日（火） 11月6日（水） 11月20日（水） 12月20日（金）

10月23日（水） 11月7日（木） 11月21日（木） 12月21日（土）

令和６年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定日一覧表（特定(産業別)最低賃金の場合）
※令和５年12月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※12月21日(日)発効とするためには、10月22日(火)までに答申要旨を公示する必要がある。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官報
公示

発効
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地方最低賃金審議会議事録 情報公開請求対応一覧表 

 

 審議会議事録 

不開示 

情 報 

議事録中の 

 委員署名（自書のみ、記名を除く）【情報公開法第 5 条第 1 号】 

 

 印影（行政庁の印影を除く）【情報公開法第 5 条第 1 号】 

 

 参考人の氏名、住所、所属企業・団体の名称等 

 【情報公開法第 5 条第 2 号】 

 

 審議における各委員の発言のうち、これを明かすことにより率直な意見

の交換を妨げるおそれのある情報【情報公開法第 5 条第 5 号】 

 

注意する 

事 項 

 発言者の氏名 

 

 平成 11 年 4 月 27 日閣議決定「審議会等の整理合理化に関する基本的

計画（抄）」において、会議及び議事録を速やかに公開することを原則と

していることから、議事録内で開示することが不適当な個所を除き、開示

を行うこととする。 

 

 上記の「審議における各委員の発言のうち、これを明かすことにより率

直な意見の交換を妨げるおそれのある情報」について、最低賃金の決定後

になされた開示請求において不開示とする場合、今後の最低賃金の決定に

係る審議において、率直な意見の交換を妨げる恐れがあることを具体的に

説明できる必要がある。 
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氏　名
(５０音字順)

いなくら　のりこ

稲倉　典子

だんの さとこ

段野　聡子

よねざわ　かずみ

米澤　和美

はしむら　りょう

端村　亮

むや　よしたか

撫養　佳孝

推薦公示の後、任命される

 

令和６年度徳島地方最低賃金審議会
徳島県最低賃金専門部会委員名簿（仮）

　徳島労働局　

区分 現　　職

公
益
代
表

四国大学経営情報学部准教授

徳島大学人と地域共創センター/総合科学部准教授

徳島県社会保険労務士会顧問

　

オ
ブ
ザ
ー

バ
ー

委
員

弁護士

一般社団法人徳島新聞社生活文化部長

任命年月日

備考：オブザーバー委員は、議決権を有しない。                     （各側　五十音順）

労
働
者
代
表

使
用
者
代
表
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徳島地方最低賃金審議会専門部会運営規程 

 

 

（規程の目的） 

第１条 徳島地方最低賃金審議会最低賃金専門部会（以下「専門部会」という。）

の議事運営は、最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）及び最低賃金審議

会令（昭和３４年政令第１６３号）に定めるもののほか、この規程の定める

ところによる。 

 

（会議の招集） 

第２条 専門部会の会議（以下「会議」という。）は、部会長が必要と認めたと

きのほか、徳島労働局長又は３分の１以上の専門部会委員（以下「委員」と

いう。）から開催の請求があったとき、部会長が招集する。 

 ２ 前項の規定により、徳島労働局長又は委員が会議の開催を請求しようとす

る場合には、付議事項及び希望期日を、少なくとも当該期日の１週間前まで

に、部会長に通知しなければならない。 

 ３ 部会長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得ない場合のほ

か、少なくとも３日前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通知すると

ともに、徳島労働局長に通知するものとする。 

 

（委員の欠席） 

第３条 部会長が必要であると認めるときは、テレビ会議システム（映像と音声

の送受信により、相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができる

システムをいう。次項においても同じ。）を利用する方法によって、会議に

出席することができる。 

 ２ テレビ会議システムを利用する方法による会議の出席は、最低賃金審議会令

第５条第２項及び第３項に規定する会議への出席に含めるものとする。 

 ３ 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときは、その旨を

部会長に適当な方法で通知しなければならない。 

 ４ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときは、あらかじめ

部会長に適当な方法で通知しなければならない。 

 

（会議） 

第４条 部会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

２ 委員は、会議において発言しようとするときは、部会長の許可を受けるも

のとする。 

３ 専門部会は、部会長が必要があると認めるときは、委員でない者の説明又

は意見を聴くことができる。 

 

（会議の公開） 

第５条 会議は、原則として公開とする。ただし、公開することにより、個人情

報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団体の権利利益が

不当に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決

定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合には、部会長は、会議を非
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公開とすることができる。 

 ２ 部会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要

な措置をとることができる。 

 

（議事録） 

第６条 会議の議事については、議事録を作成するものとする。 

 ２ 議事録及び会議の資料は、原則として公開とする。ただし、公開すること

により、個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若しくは団

体の権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合又は率直な意見の交換

若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場合には、部会

長は、議事録及び会議の資料の一部又は全部を非公開とすることができる。 

 ３ 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとする。 

 

（議決の報告) 

第７条 部会長は、専門部会が議決を行ったときは、徳島地方最低賃金審議会に

報告するものとする。 

 

（議事、運営） 

第８条 この規程に定めるもののほか、議事及び運営に関し必要な事項は、専門

部会の議決に基づいて行う。 

 

（規程の改廃） 

第９条 この規程の改廃は、専門部会の議決に基づいて行う。 

 

    附  則 

（施行期日） 

この規程は、昭和４２年６月１０日より施行する。 

    附  則 

（施行期日） 

この規程は、平成８年４月１日より施行する。 

    附  則 

（施行期日） 

この規程は、平成１０年４月１日より施行する。 

    附  則 

（施行期日） 

この規程は、平成１２年４月１日より施行する。 

    附  則 

（施行期日） 

この規程は、平成１３年４月１日より施行する。 

附  則 

（施行期日） 

この規程は、令和４年８月３日より施行する。 
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令和５年度第１回 

徳島県最低賃金のあり方に関する検討小委員会 

議事要旨 

 

１ 開催日時、場所 

  日時 令和５年６月15日（木）午後３時07分～午後４時55分 

  場所  とくぎんトモニプラザ（徳島県青少年センター） 

      アミコビル東館９階 

２ 出席者 

  （公益委員） 段野委員 稲倉委員 

  （労側委員） 川口委員 山本委員 

  （使側委員） 脇田委員 中村委員 

 

３ 議事要旨 

（１）徳島県最低賃金の審議日程を次のとおりとする。 

   第２回本審 ７月６日（木） 午後２時00分 

   第３回本審（目安伝達） ８月３日（木） 午前９時30分 

   第１回専門部会 ８月３日（木） 午前11時00分 

   第２回専門部会 ８月４日（金） 午前９時00分 

   第３回専門部会 ８月７日（月） 午後１時00分 

   第４回本審（県最賃答申） ８月７日（月） 午後３時00分 

   第４回専門部会（予備） ８月10日（木） 午前９時00分 

   第５回本審（答申予備日） ８月10日（木） 午前11時00分 

   特定最賃合同専門部会 ８月23日（水） 午前９時30分 

   第５回本審（異議審） ８月23日（水） 午前11時00分 

   特定最賃合同専門部会（予備日） ８月28日（月） 午前９時30分 

   第６回本審（異議審予備日） ８月28日（月） 午前11時00分 

（２）専門部会は第１回のみ公開とする。 

（３）議事録は読みやすいように事務局で記載、表現を整え、委員の確認を経

て確定する。 

（４）造作材専門部会の必要性審議は、独立した専門部会で行う。 

（５）実地視察は、一般機械（特定最賃）の業種について行う。 

（６）付帯決議は、本審委員の意見を集約して事務局が案を取りまとめ、本審

委員の検討を経て、答申日に出せるよう準備を進める。 

（７）要請書は最低賃金に関する部分を第３回審議会の資料とする。 

（８）審議会の慣例、運用を整理し、申し合わせ事項としてまとめる。 

（９）その他の意見なし。 

 

４ 次回開催 

  第２回本審 ７月６日午後２時から（あわぎんホール） 
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    徳島地方最低賃金審議会実地視察状況（平成10年～）

実施年 所　在　地 業　　　　種 実施日 備　考

阿南市 食料品製造業 7月14日

阿南市 繊維製品製造業 7月14日

三好郡 繊維製品製造業 9月21日 繊維

板野郡 一般機械器具製造業 10月5日 機械

小松島市 電子機器用・通信機器用部品製造業 10月5日 電気

徳島市 造作材・合板・建築用組立材料製造業 10月9日 造作材

鳴門市 繊維製品製造業 7月19日

板野郡 食料品製造業 7月19日

板野郡 紡績業 9月27日 繊維

徳島市 造作材・合板・建築用組立材料製造業 10月4日 造作材

阿南市 一般機械器具製造業 10月5日 機械

板野郡 電気機械器具製造業 10月5日 電気

徳島市 家具・装備品製造業 7月19日

板野郡 食料品製造業 7月19日

徳島市 造作材・合板・建築用組立材料製造業 10月3日 造作材

板野郡 電気機械器具製造業 10月5日 電気

板野郡 一般機械器具製造業 10月6日 機械

麻植郡 紡績業 10月12日 繊維

徳島市 印刷業 7月17日

板野郡 その他の製造業 7月17日

阿南市 紡績業 9月21日 繊維

板野郡 電気機械器具製造業 9月27日 電気

徳島市 造作材・合板・建築用組立材料製造業 9月28日 造作材

板野郡 一般機械器具製造業 9月28日 機械

板野郡 食料品製造業 7月25日

徳島市 縫製業 7月25日

小松島市 紡績業 9月25日 繊維

板野郡 電気機械器具製造業 9月25日 電気

徳島市 造作材・合板・建築用組立材料製造業 9月26日 造作材

小松島市 一般機械器具製造業 9月26日 機械

徳島市 飲食料品小売業 7月22日

阿南市 窯業・土石製品製造業 7月22日

小松島市 織物業 9月24日 繊維

板野郡 電気機械器具製造業 9月24日 電気

徳島市 造作材・合板・建築用組立材料製造業 9月25日 造作材

板野郡 一般機械器具製造業 9月25日 機械

麻植郡 蜂蜜、清涼飲料品製造業 7月23日

板野郡 一般機械器具製造業 7月23日 機械

17年 徳島市 食料品製造業 7月14日

18年 徳島市 造作材・合板・建築用組立材料製造業 9月28日 造作材

19年

20年

21年 鳴門市 足袋製造業 7月23日

22年 小松島市 機械設計・制作及び工具販売業 9月27日 機械

23年 鳴門市 硝子製ボトル等製造業 7月26日

24年 阿南市 ＬＥＤ製品製造業 9月26日 電気

25年 徳島市 繊維工業 7月19日

26年 徳島市 造作材・合板・建築用組立材料製造業 9月16日 造作材

27年 徳島市 繊維工業 7月16日

28年 勝浦郡 一般機械器具製造業 9月26日 機械

29年 徳島市 ビルメンテナンス業 7月25日

30年 板野郡 業務用電池製造業 9月25日 電機

元年 徳島市 道路貨物運送業 7月29日

5年 北島町 一般機械器具製造業 9月12日 機械

15年

16年

中止

中止

令和２～４年中止

10年

11年

12年

13年

14年
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1 

 

R5年8月 

徳島地方最低賃金審議会申し合わせ事項 

 

１ 最低賃金審議会令第６条第５項の規定の適用 

 最低賃金審議会令第６条第５項は、あらかじめ本審で議決しておくことにより、専門部会の決

議をもって本審の決議とすることができるとする規定である。 

 徳島地方最低賃金審議会においては、専門部会において全会一致で議決した場合、専門部

会の決議をもって本審の決議とし、本審を開催することなく、専門部会において答申を行うこと

とする。 

 ただし、上記場合であっても、徳島県最低賃金改正の諮問に対する答申は、専門部会終了後、

引き続き開催する本審において行う。 

  

２ 本審及び特定最低賃金専門部会の同日開催による審議の効率化 

 徳島地方最低賃金審議会においては、特定最低賃金改正の必要性審議は、原則、合同専門

部会で行う。 

 合同専門部会に引き続いて開催する本審では、徳島県最低賃金の異議審議と併せて合同専

門部会で必要性ありと決議された特定最低賃金の改正諮問を行うこととする。 

 

 なお、上記のとおり合同専門部会と本審を同日開催する場合、専門部会委員の任命手続き

に要する期間を考慮して、特定最低賃金の必要性諮問を６月下旬又は７月上旬に開催する本

審において行う必要がある。このため、関係労使団体は、この本審開催までに特定最賃改正申

出書（合意書）を徳島労働局労働基準部賃金室まで提出する必要がある。 
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別紙３ 

 

付帯決議 

 

 徳島地方最低賃金審議会では、徳島県最低賃金の改正決定にあたり最低賃金の引上

げによって中小企業・小規模事業者が受ける企業経営への影響が憂慮されることから、

政府に対する要望として、下記の付帯決議を採択する。 

 

記 

 

１ 中小企業・小規模事業者が継続的に賃上げしやすい環境整備の必要性については

労使共通の認識であり、政府の掲げる「成長と分配の好循環」と「賃金と物価の好

循環」を実現するためにも、特に地方、中小企業・小規模事業者に配意しつつ、生

産性向上を図るとともに、官公需における対応や、価格転嫁対策を徹底し、賃上げ

の原資の確保につなげる取組を継続的に実施すること。 

 

２ 生産性向上による持続的な賃上げを可能とするため、より多くの企業が業務改善

助成金を始めとする各種の助成金等を速やかに受給できるよう、要件緩和を含む制

度の拡充、申請手続の支援強化及び申請書類審査の簡素化を図ること。また、生産

性向上が困難な事業者に対しては、税制を含めて更なる施策を検討すること。 

 

３ 「中小企業・小規模事業者の賃上げには労務費の適切な転嫁を通じた取引適正化

が不可欠である」という考え方を社会全体で共有し、「パートナーシップによる価

値創造のための転嫁円滑化パッケージ」に基づき、中小企業・小規模事業者が賃上

げの原資を確保できるよう、労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇分の適切

な転嫁に向けた取組の強化すること。また、労務費の引上げ分を価格転嫁すること

が困難である医療、福祉、介護等の事業について、別途支援策を検討すること。 

 

４ 賃上げや労働時間延長による年収の増加に伴い、新たに生じた労働者の社会保険

料負担を肩代わりした企業に対する助成金制度を早急に運用開始すること。また、

労働者が扶養控除等の対象外となることによる手取り額の減少を気にして就業調

整を行うなど、実質的な所得向上が阻害されることのないよう、税・社会保障制度

の改革も含め、最低賃金引上げの実効性を担保する施策を検討すること。 

 

５ 徳島県を含む四国の物流の生命線である本州四国連絡道路について、割高となっ

ている海上部の通行料金の引下げにより、他地域との輸送コスト比較における不利

を解消すること。 
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徳島県最低賃金のあり方に関する検討小委員会運営規程 

 

 （規程の目的） 

第１条 徳島地方最低賃金審議会運営規程第３条の規定に基づく徳島地方最低賃金審議会

（以下「審議会」という。）の議決により設けられた、徳島県最低賃金のあり方に関

する検討小委員会（以下「小委員会」という。）の議事運営は、この規程の定めると

ころによる。 

（小委員会の審議事項） 

第２条 小委員会は、徳島県の最低賃金及び最低工賃の今後のあり方に関する検討審議を

行う。 

（小委員会の構成） 

第３条 小委員会は、審議会委員である公益代表委員２名、労働者代表委員２名及び使用

者代表委員２名をもって構成する。 

 ２ 小委員会には、委員長及び委員長代理を置く。委員長及び委員長代理は、公益代表

委員の中から選任する。 

 ３ 委員長代理は、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。 

（会議の招集） 

第４条 小委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が必要と認めたとき委員長

が招集する。 

 ２ 委員は、委員長に会議の開催を請求することができる。 

 ３ 前項の規定により委員が会議の開催を請求しようとする場合には、付議事項及び希

望期日を、少なくとも当該期日の１週間前までに委員長に通知しなければならない。 

 ４ 委員長は、会議を招集しようとするときには、少なくとも３日前までに、付議事項、

日時及び場所を委員に通知するとともに、徳島労働局長に通知するものとする。 

（委員の欠席） 

第５条 会長が必要であると認めるときは、テレビ会議システム（映像と音声の送受信に

より、相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができるシステムをいう。次

項においても同じ。）を利用する方法によって、会議に出席することができる。 

 ２ テレビ会議システムを利用する方法による会議の出席は、最低賃金審議会令第５条第

２項及び第３項に規定する会議への出席に含めるものとする。 

 ３ 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときには、その旨を委員長

に適当な方法で通知しなければならない。 

 ４ 委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときは、あらかじめ委員長に

適当な方法で通知しなければならない。  

（会議） 

第６条 委員長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

 ２ 委員は、会議において発言しようとするときには、委員長の許可を受けるものとす

る。 

 ３ 小委員会は、委員長が必要があると認めるときは、委員でない者の説明又は意見を

聴くことができる。 

（議事の記録） 

第７条 会議の議事については議事録を作成するものとする。 

 ２ 議事録及び会議の資料は、公開することにより、個人情報の保護に支障を及ぼすお
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それがある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合

又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある場

合には、委員長は、議事録及び会議の資料の一部又は全部を非公開とすることができ

る。 

 ３ 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとする。 

（報告） 

第８条 委員長は、会議の審議結果について、速やかに審議会に報告するものとする。 

（規程の改廃） 

第９条 この規程の改廃は、徳島地方最低賃金審議会の議決に基づいて行う。 

     附  則 

（施行期日） 

この規程は、平成９年４月２８日より施行する。 

    附  則 

（施行期日） 

この規程は、平成１２年４月１日より施行する。 

    附  則 

（施行期日） 

この規程は、平成１３年４月１日より施行する。 

附  則 

（施行期日） 

この規程は、令和４年６月１３日より施行する。 
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